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会社法制部会資料 ７

 
親子会社に関する規律に関する検討事項(4) 

－ 企業結合の形成過程等に関する規律（続き） － 

 

第７ 組織再編の手続に関する検討事項 

１ 会社分割に関する規律の見直し 

会社分割の手続における債権者の保護のための規律について，見直しを

検討すべき事項はあるか。 

（注１） 吸収分割承継会社又は新設分割設立会社に承継されない債務に係る債権者

の保護の在り方について，どのように考えるべきか。 

（注２） 吸収分割会社又は新設分割会社に知れていない不法行為債権者の保護の在

り方について，どのように考えるべきか。 

 

（補足説明） 

１ 会社法における会社分割法制については，債権者の保護のための規律が十分で

はないとの指摘がある。そこで，本文は，会社分割の手続における債権者の保護

のための規律について，見直しを検討すべき事項はあるかを問うものである。 

２ （注１）は，吸収分割承継会社又は新設分割設立会社（以下「承継会社等」と

いう。）に承継されない債務に係る債権者（以下「残存債権者」という。）の保護

の在り方について，どのように考えるべきかを問うものである。 

会社法においては，いわゆる物的分割の場合，会社分割後も吸収分割会社又は

新設分割会社（以下「分割会社」という。）に対して債務の履行の請求をすること

ができる債権者については，債権者異議手続の対象とはならないものとされてい

る（同法第７８９条第１項第２号等参照）。その理由については，会社分割法制が

導入された際に，物的分割の場合，分割会社は，承継会社等に移転した純資産の

額に相当する承継会社等の株式を取得するため，承継会社等の株式を通じて，承

継会社等に移転する資産の価値を間接的に把握することとなり，その財産状況に

変動がないからであるとの説明がされている。 

また，平成１７年改正前の商法の下においては，会社が会社分割をしようとす

る際には，「債務ノ履行ノ見込アルコト」及びその理由について記載をした書面を

備え置かなければならないものとされ（同法第３７４条ノ１８第１項第３号等），

将来の収益の予測も考慮した債務の履行の見込みがあることが会社分割の効力要

件の一つであるとされていたが，会社法の下においては，会社法施行規則により，

全ての組織再編について，「債務の履行の見込みに関する事項」が事前開示事項と

して規定されているにすぎない（同規則第１８３条第６号等）。債務の履行の見込

みがあることが会社分割の効力要件とされているか否かについては，現行法の下
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においても，解釈上，なお争いがあるが，現行法のような規定とされた理由につ

いては，債務の履行の見込みがあることを会社分割の効力要件とすると，将来の

収益の予測も考慮するとされている点で不確実性が生じ，会社分割の法的安定性

を害するからであるなどとの説明がされている。 

もっとも，近時，残存債権者が債権者異議手続の対象とはされていないこと等

を利用し，債権者の関与が全くない状態で，債務者である会社が承継会社等に対

して優良事業や資産を承継させることを内容とする会社分割をし，承継会社等に

債務の履行を請求することができる債権者と残存債権者とを恣意的に選別した上

で，債務者である分割会社自身は倒産するという詐害的な会社分割がされている

との指摘がある。 

そこで，残存債権者の保護の在り方について，見直しをすべきか，検討を要す

る。見直しをする必要があると考える場合には，当事会社の手続的な負担や，会

社分割が事業の再建にも活用されていることについても，併せて配慮する必要が

ある。 

詐害的な会社分割における残存債権者の保護を図るための方策としては，民法

の一般原則に従い，事後的に詐害行為取消権（同法第４２４条）の行使によるべ

きであるとする解釈論もあり，これを肯定する裁判例（東京高裁平成２２年１０

月２７日判決・金法１９１０号７７頁）も現れているが，詐害行為取消権の行使

によることについては，会社法において原告適格や出訴期間が法定され対世効の

認められた会社分割の無効の訴えとの関係をどのように考えるべきか，詐害行為

取消権の行使の効果をどのように考えるべきかなどの点について，必ずしも十分

に整理されているとはいえないように思われる。 

会社分割がされた場合であって，承継会社等が商号の続用をしているときは，

会社法第２２条の類推適用をすることにより，分割会社の債権者が承継会社等に

対して債務の履行を請求することを認める旨の判例（最高裁平成２０年６月１０

日第三小法廷判決・裁判集民事２２８号１９５頁）がある。同条については，そ

れが現実に機能するのは，実際上，債務者である譲渡人の経営の状態が悪化して

いる場面であるため，詐害的な再建の抑止という観点から，その要件について，

商号の続用から詐害性を基礎としたものへと改正すべきであるとの指摘がされて

いる。 

これらを踏まえ，例えば，詐害的な会社分割における残存債権者について，承

継会社等に対しても債務の履行を請求することができる新たな規律を創設するこ

とも考えられる。 

３ （注２）は，分割会社に知れていない不法行為債権者の保護の在り方について，

どのように考えるべきかを問うものである。 

平成１７年改正前の商法においては，分割契約書又は分割計画書の定めにかか
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わらず，各別の催告を受けなかった不法行為債権者は，分割会社に知れていない

場合であっても，分割会社及び承継会社等の双方に対して債務の履行を請求する

ことができるとされていた（同法第３７４条ノ２６第２項等）。 

これに対し，会社法は，各別の催告を受けない場合に，分割会社及び承継会社

等の双方に対して債務の履行を請求することができる「異議を述べることができ

る債権者」について，「各別の催告をしなければならないものに限る。」との限定

を付している（同法第７５９条第２項等）。他方で，分割会社に知れていない不法

行為債権者については，各別の催告を要しないものとされている（同法第７８９

条第２項参照）ため，分割会社及び承継会社等の双方に債務の履行を請求するこ

とはできないこととなるおそれがあるとの指摘がある。 

会社法の下においても，分割会社に知れていない不法行為債権者が分割会社及

び承継会社等の双方に債務の履行を請求することができるものとする解釈も示さ

れているが，なお不明確な点もあるので，立法により，分割会社に知れていない

不法行為債権者の保護をより確実に図ることが望ましいとの指摘がされている。 

そこで，例えば，不法行為債権者であって，分割会社に知れていないものは，

分割会社と承継会社等の双方に債務の履行を請求することができる旨を明確にす

るなど，分割会社に知れていない不法行為債権者の保護をより確実に図るための

方策について，検討を要する。 

 

２ 組織再編の手続に関するその他の検討事項 

組織再編の手続における従業員の意見の表明等について，どのように考

えるか。 

 

（補足説明） 

本文は，会社を買収しようとする者が現れた場合に，従業員が意見の表明等をす

る機会を設けるべきではないかとの指摘があることを踏まえ，組織再編の手続にお

ける従業員の意見の表明等について，どのように考えるかを問うものである。 

会社法制においてこのような意見の表明等の制度を創設することの当否を検討す

るに当たっては，どのような観点から，どのような相手方に対して意見を表明する

のか，その意義付けを整理する必要がある。例えば，株主が株主総会において議決

権を行使するに当たっての判断資料とするという観点から，従業員が株主に対して

意見を表明するという意義付けが考えられるが，そのような制度を創設することの

必要性について，検討を要する。また，その検討に当たっては，どのような場面に

おいて，どのような情報が有益ということができるか，整理する必要がある。 

このほか，上記指摘を検討するに当たっては，従業員の意見の集約には時間的・

手続的なコストを要することから，迅速な組織再編の実現を困難にするおそれがあ
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るのではないか，また，組織再編の法的安定性をどのように確保するか，併せて検

討を要する。 

 


